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1.  平成25年3月期第1四半期の連結業績（平成24年4月1日～平成24年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期第1四半期 195 15.4 △3 ― △22 ― △21 ―
24年3月期第1四半期 169 △13.3 △12 ― △13 ― △13 ―

（注）包括利益 25年3月期第1四半期 △22百万円 （―％） 24年3月期第1四半期 △13百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年3月期第1四半期 △3.57 ―
24年3月期第1四半期 △2.23 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期第1四半期 426 213 31.6 22.00
24年3月期 456 235 34.3 25.53
（参考） 自己資本   25年3月期第1四半期  134百万円 24年3月期  156百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
25年3月期 ―
25年3月期（予想） 0.00 ― 0.00 0.00

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 424 8.2 △4 ― △24 ― △36 ― △5.89
通期 902 11.6 17 ― 10 ― △2 ― △0.44



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  有  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規制」第10条の５に該当するものであります。詳細は、添付資料３ページ「２.サマリー情報
（注記事項）に関する事項 （３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1．本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が発表日現在において入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基
づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。業績
予想の前提条件及びその他の関連する事項につきましては、【添付書類】２ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
２.株式併合による発行済株式数の減少について 
平成23年６月30日の定時株主総会決議により、平成23年７月25日をもって当社の発行済普通株式について10株を１株に併合いたしました。 
３.当四半期決算短信において、使用する１株当たり指標および発行済株式数（普通株式）について 
当四半期決算短信におきましては、上記２.による株式併合の結果を反映させた後の、「１.（1）連結経営成績（累計）１株当たり四半期純利益ならびに「※注記事
項（４）発行済株式数（普通株式）」の平成24年３月期１Qの株式数を記載しております。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  有
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期1Q 6,119,890 株 24年3月期 6,119,890 株
② 期末自己株式数 25年3月期1Q 317 株 24年3月期 317 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年3月期1Q 6,119,573 株 24年3月期1Q 6,119,584 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災からの復興需要等により国内景気は緩やか

ながら回復してまいりました。しかしながら、欧州の債務問題の長期化による世界経済の減速懸念や、依然として

続く過度な円高、夏場の電気不足及び電気料金の値上げ問題など、国内景気の先行きには予断を許さない状況が続

いております。  

 このような状況の下当社グループでは、主要事業において新旧顧客に対する営業活動を集中的に行い、収益力の

拡大を行ってまいりました。 

以上の結果、当第１四半期における業績につきましては、売上高は195百万円（前年同期比15.4％増）、営業損

失は３百万円（前年同期は12百万円の営業損失）、経常損失は22百万円（前年同期は13百万円の経常損失）、四半

期純損失は21百万円（前年同期は13百万円の四半期純損失）となりました。 

 なお、セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

① 理美容事業 

 理美容事業につきましては、講習会などによる休眠顧客の掘り起こしを行い、当該事業における売上高は92百万

円（前年同期比2.4％増）となりました。 

② 衛星放送事業 

 衛星放送事業につきましては、放送番組の内容及び契約関係の見直しを行い利益の獲得に努めて参りましたが、

主要プラットフォームであるスカパー！の視聴者数が伸び悩む状況が依然として続いており、当該事業における売

上高は37百万円（前年同期比34.1％減）となりました。 

③ 教育コンサルティング事業 

教育コンサルティング事業につきましては、前連結会計年度におきまして新たにコンサルティング契約を締結

し、当該事業における売上高は12百万円（前年同期比40.0％増）となりました。 

④ 広告代理事業 

広告代理事業につきましては、引き続きインターネットを活用したショッピングモールに対する広告事業が順

調に推移し、当該事業における売上高は53百万円（前年同期比293.2％増）となりました。 

⑤ その他事業 

海外商事事業及びその他事業につきましては、引き続きシャンプー、トリートメント等の理美容関連商品に用

いる容器販売の仲介業務を行っておりますが、関連子会社との業務委託契約の解除により、当該事業における売上

高は０百万円（前年同期比7.1％減）となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

＜財政状態の分析＞ 

 当第１四半期連結会計期間末は、流動資産263百万円（前連結会計年度末比3.7％減）、固定資産162百万円（同

10.7％減）、流動負債177百万円（同2.7％減）、固定負債35百万円（同6.8％減）、純資産合計213百万円（同

9.4％減）となり、総資産は426百万円（同6.5％減）となりました。 

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 連結業績予想につきましては、平成24年５月11日の「平成24年３月期決算短信」で公表いたしました第２四半期

連結累計期間及び通期の連結業績予想に変更はありません。   

１．当四半期決算に関する定性的情報



（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当事項はありません。 

    

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  

    

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによる当第1

四半期連結累計期間の損益への影響はありません。    

   

当社グループは、前連結会計年度において営業損失を計上しておりましたが、当第１四半期連結累計期間におい

て、マイナスの営業キャッシュ・フロー及び、営業損失3,174千円を計上しております。当該状況により、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、主要事業における粗利益拡大を根本的な対

策と考え、活動して参ります。具体的には、理美容事業においては顧客・商品の見直しを行って営業活動を活発化さ

せ、休眠顧客の掘り起こしや新規販売先の獲得に努めます。また、広告代理事業においてはインターネット上のショ

ッピングサイトに対する訪問者数アップを図るため、コンテンツの充実等の対策を取っていくことで、営業収益の拡

大に努めて参ります。 

財務面につきましては、自己資本比率が31.6％となり、今後、財務キャッシュ・フローの更なる改善が課題とな

っている点について認識しております。 

しかしながら、欧州の一部の国における債務問題や国内の失業率の悪化によるデフレ傾向の強まり等、今後の景

気動向によっては業績が影響を受ける可能性があります。また、理美容事業では新規参入により競争が激化してお

り、当社グループの収益を低下させる懸念についても考慮し、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

と判断しております。 

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半

期連結財務諸表には反映しておりません。 

     

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要



４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 170,369 168,266

受取手形及び売掛金 74,743 65,163

有価証券 19,994 19,995

たな卸資産 2,569 2,829

その他 6,798 8,210

貸倒引当金 △829 △842

流動資産合計 273,645 263,622

固定資産   

有形固定資産 32,951 32,757

無形固定資産 2,850 2,455

投資その他の資産   

関係会社株式 134,490 115,992

その他 12,132 11,638

投資その他の資産合計 146,622 127,630

固定資産合計 182,424 162,843

資産合計 456,069 426,466

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 148,932 140,806

1年内返済予定の長期借入金 10,392 10,392

未払法人税等 4,497 1,425

賞与引当金 1,980 3,000

その他 16,117 21,410

流動負債合計 181,919 177,034

固定負債   

長期借入金 33,469 30,871

その他 4,914 4,914

固定負債合計 38,383 35,785

負債合計 220,303 212,820

純資産の部   

株主資本   

資本金 875,196 875,196

資本剰余金 436,864 436,864

利益剰余金 △1,155,515 △1,177,391

自己株式 △92 △92

株主資本合計 156,451 134,576

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △235 59

その他の包括利益累計額合計 △235 59

新株予約権 77,119 77,119

少数株主持分 2,430 1,891

純資産合計 235,766 213,646

負債純資産合計 456,069 426,466



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

売上高 169,670 195,876

売上原価 128,158 147,862

売上総利益 41,512 48,014

販売費及び一般管理費 53,890 51,188

営業損失（△） △12,378 △3,174

営業外収益   

受取利息 57 49

受取配当金 4 4

貸倒引当金戻入額 144 1

雑収入 1 13

営業外収益合計 207 68

営業外費用   

支払利息 313 269

為替差損 172 216

持分法による投資損失 537 18,498

営業外費用合計 1,023 18,984

経常損失（△） △13,194 △22,090

税金等調整前四半期純損失（△） △13,194 △22,090

法人税等 298 450

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △13,492 △22,541

少数株主利益又は少数株主損失（△） 135 △665

四半期純損失（△） △13,627 △21,875



（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △13,492 △22,541

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 216 421

その他の包括利益合計 216 421

四半期包括利益 △13,276 △22,119

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △13,476 △21,580

少数株主に係る四半期包括利益 200 △539



当社グループは、前連結会計年度において営業損失を計上しておりましたが、当第１四半期連結累計期間におい

て、マイナスの営業キャッシュ・フロー及び、営業損失3,174千円を計上しております。当該状況により、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、主要事業における粗利益拡大を根本的な対

策と考え、活動して参ります。具体的には、理美容事業においては顧客・商品の見直しを行って営業活動を活発化さ

せ、休眠顧客の掘り起こしや新規販売先の獲得に努めます。また、広告代理事業においてはインターネット上のショ

ッピングサイトに対する訪問者数アップを図るため、コンテンツの充実等の対策を取っていくことで、営業収益の拡

大に努めて参ります。 

財務面につきましては、自己資本比率が31.6％となり、今後、財務キャッシュ・フローの更なる改善が課題とな

っている点について認識しております。 

しかしながら、欧州の一部の国における債務問題や国内の失業率の悪化によるデフレ傾向の強まり等、今後の景

気動向によっては業績が影響を受ける可能性があります。また、理美容事業では新規参入により競争が激化してお

り、当社グループの収益を低下させる懸念についても考慮し、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

と判断しております。 

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半

期連結財務諸表には反映しておりません。 

   

該当事項はありません。 

   

   

該当事項はありません。   

   

   

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（５）重要な後発事象
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